大阪府域内陸直下型地震に対する建築設計用地震動および設計法に関する

研究会規約
2009年 11月2日　制定

［名　称］

第1条 　本会は、大阪府域、内陸直下型地震に対する建築設計用地震動および設計法に関する研究会という。

［目　的］　
第2条 　本会は、上町断層帯等の大阪府域の内陸直下型地震に対する、設計用地震動を提供し、それらに対して最新の技術や研究成果に基づく構造設計法の基本的考え方を提示する。さらに関連する最新の情報を提供する。また建築主をはじめとする一般建築利用者に対して、これら地震動に対する建物の安全性について理解を助けるための資料を提供する。　

［活動内容］

第3条 　本会は前条の目的を達成するため、次の内容の活動を行う。

（1） 大阪府域における内陸直下型地震に対する設計用入力地震動の研究ならびに成果の提示

（2） （１）に対する構造設計法の研究ならびに成果の提示

（3） その他本会の目的を達成するための必要な事項

［入　会］

第4条 　第２条の目的に賛同し、入会を希望する法人、団体は所定の入会申込書を本会に提出しなければならない。

［会員の種類と資格］

第5条 　本会の会員は次の２種類とする。

（1） 正会員　本会の趣旨に賛同する法人

（2） 協力会員　行政機関等

２　　正会員は、別に定める研究会参加費を納めなければならない。

３　　協力会員は各種資料の提供等、本会への協力に努めるものとする。

［経　費］

第6条 　本会の運営に必要な経費は、研究会参加費及び協賛金等をもって支弁する。

［会員の権利義務］

第7条 　会員の権利義務は次のとおりとする。

（1） 会員は、規約その他諸規定及び総会において成立した決議事項を遵守するものとする。

（2） 会員は本会の運営について意見を述べることができる。

（3） 正会員は、総会における議決権をもつ。

（4） 会員は、第１７条の規定に従い、本会の成果を用いる権利を有する。

［除　名］

第8条 　会員が次の各号の一に該当するときは、幹事会の決議を経て、除名することができる。

（1） 研究会参加費の滞納が長期に及ぶとき。

（2） 本会の名誉を傷つけ、または本会の規約に反する行為のあるとき。

［退　会］

第9条 　本会を退会する場合は、退会届を本会に提出する。

［協賛金］

第１０条　会の趣旨に賛同する会員外の法人、個人より協賛金を集めることができる。

２　協賛金提供者は定期的に研究会の活動報告を受けることができる。報告内容については幹事会が承認する。

［役　員］

第１１条　本会は、会の円滑な運営を図るため、次の役員をおく。

（1） 会　　長：１名

（2） 幹　　事：若干名

（3） 会計監査：２名

２　役員の選出は総会による。

３　役員は正会員および協力会員から選出する。ただし、役員の半数以上は正会員でなければならない。

４　役員は、会員が法人の場合には法人を代表するものとする。

５　役員の任期は１会計年とする。ただし、役員の再任は妨げない。

６　役員は、任期満了後であっても、後任者が就任するまでの間は、引き続きその職務を行わなければならない。

７　役員は、無給とする。

［役員の職務］

第１２条　役員は幹事会を構成し、会務の執行を決定する。

２　会長は本会を代表し会務を整理する。ただし、会長に事故ある時は幹事のなかから会長代行を選任し、会長の任にあたる。

３　会計監査は本会の業務執行状況を監査し、総会にその結果を報告する。

４　幹事及び会計監査は、相互に兼ねることができない。

［運　営］

第１３条　本会の運営のために、総会及び幹事会を設ける。

２　総会及び幹事会は会長が招集する。

［総　会］

第１４条　総会は役員の選任、事業計画及び予算等を決定するため、会計年度ごとに１回開催する。ただし、会長が必要と認める場合にはこれを開催することができる。

２　総会の議長は会長が務める。

３　総会は正会員の２分の１以上の出席(委任状を含む)により成立する。

４　総会の議決は出席正会員の過半数の同意をもって決する。

［幹事会］

第１５条　幹事会は、この規約で別に定めるものの他、次に掲げる事項を議決する。

（1） 総会で審議されるべき事業計画及び予算案の作成

（2） 総会の議決した事項の執行に関する事項

（3） 総会によって委任された事項

（4） その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

２　会計監査は、幹事会に出席して意見を述べることができる。ただし、議決に加わることはできない。

３　幹事会の議決は構成員の過半数の出席により有効とし、出席構成員の過半数の同意によって決する。ただし、代理によることを妨げない。

４　幹事会は幹事の互選により幹事長を選出する。幹事長は幹事会の運営に当たる。

５　幹事会にはオブザーバーを参加させることができる。ただし、議決に加わることはできない。

［専門委員会］

第１６条　本会の目的達成のため、専門委員会をおくことができる。

２　専門委員会は学識経験者ならびに(社)日本建築構造技術者協会の会員により構成し、設置及び委員などの選任は、幹事会がこれを行う。

３　専門委員会の運営に関する必要な事項は、幹事会の議を経て、会長がこれを定める。

［成果の取り扱い］

第１７条　本会の活動で得られた成果に関する取り扱いは次のとおりとする。

（1） 正会員、協力会員および専門委員会委員には成果を無料提供する。

（2） 正会員および協力会員は、成果を各自の責任のもと自由に用いることができる。

（3） 専門委員会委員は、成果を研究活動にのみ利用できる。

（4） 本会から提供した成果は、第３者に使用させてはならない。

（5） 本会の活動で得られた成果を用いて設計、研究発表等を行う場合は、本会の成果を用いた旨を明記する。

［会計年度］

第１８条　本会の会計年度は、毎年10月1日より始まり、翌年9月30日に終わる。

［規約の改正］

第１９条　本会の規約を改正しようとするときは、総会で決議しなければならない。

［解　散］

第２０条　本会の解散は、総会の決議による。

２　本会が解散する場合、財産の処分については、総会の定めるところによる。

［事務局］

第２１条　本会の事務を処理するため、事務局を置く。

２　事務局は、社団法人日本建築構造技術者協会関西支部に置く。

［細　則］

第２２条　この規約に定めるもののほか、本会の運営に関する必要な事項は、会長が幹事会の議決を経て、別に決める。

研究会参加費に関する規定

2009年 11月2日　制定

　

第1条 本研究会の研究会参加費は以下の通りとする。

a)　 入会初年度は１口　100,000円を1口以上。

b) 入会2年度以降は1口　20,000円を1口以上。

付則

１．この規定は平成21年11月2日から施行する。
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